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令和7年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案 

令和 6 年 12 月 27 日現在 

提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

◆持続可能な行財政運営の推進 

1 地方交付税の必要額の確保  

○ 地方交付税総額については、人件費、扶助費、物価高騰や労務単価上昇等による物

件費の増加の影響を含む地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込むことで必

要額を確保すること。 

 

○ 臨時財政対策債については、地方財源不足の対応として臨時的に導入されたものである

ことから、地方交付税の法定率引上げにより対応した上で廃止すること。 

＜総務省＞ 

○ 地方交付税総額については、約 19 兆円を確保（前年度比＋0.3 兆円） 

【参考】 

 地方交付税総額           18 兆 9574 億円【＋2904 億円】 

 臨時財政対策債                      0 円【▲4544 億円】 

 地方交付税＋臨時財政対策債  18 兆 9574 億円【▲1640 億円】 

 地方税、地方譲与税        48 兆 4154 億円【＋2 兆 9532 億円】 

 地方特例交付金等             1936 億円【▲9384 億円】 

※「103 万円の壁」に係る令和 7 年度の地方交付税の減収影響（0.2 兆円）を含

めても適切に地方財源を確保。 

 

○ 臨時財政対策債は、平成 13 年度の制度創設以来、初めて新規発行額ゼロ。 

令和 7 年度末残高見込み 42 兆 3163 億円（前年度比▲3 兆 4929 億円） 

2 自治体システム標準化の推進 

○ 移行困難システムの移行に必要な予算を確保すること。 

 

○ ガバメントクラウドの利用について適正な自治体負担額を設定すること。 

＜総務省＞ 

○ 自治体情報システムの標準化・共通化に向けた環境整備 

令和 6 年度補正予算 194 億円 

 

○ ガバメントクラウド利用に係る自治体負担額については特段の動きなし。 

◆堺の特色ある歴史文化～Legacy～ 

3 万博開催をレガシーにつなげる観光振興 

○ 大阪・関西万博開催がレガシーにつながるよう、観光振興に資するプロモーションの強化、

マーケティングに必要な予算を措置すること。 

 

○ 観光客の受入環境整備について、観光コンテンツの磨き上げと高付加価値化、おもてな

し（観光ホスピタリティ）向上に必要な予算を措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 観光振興に資するプロモーション強化、マーケティング支援 

令和 7 年度当初予算 21 億円【▲2 億円】 

 

○ 観光コンテンツの磨き上げと高付加価値化、おもてなし（観光ホスピタリティ）向上 

令和 7 年度当初予算 52 億円【▲7 億円】 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

4 自転車通行環境整備の推進 

歩行者、自転車及び自動車が適切に分離された安全で快適な自転車通行空間を整備

し、連続性を確保した自転車ネットワークの形成に必要な予算を継続的に措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

5 大和川沿川における自転車を活用した都市魅力の向上 

大和川沿川において、自転車を活用した都市魅力の向上を図るため、自転車文化の創造と

歴史・文化・観光などを発信する自転車賑わい拠点等の整備に必要な予算を確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 社会資本整備総合交付金 5486 億円【▲121 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 4874 億円【▲191 億円】 

令和 6 年度補正予算 612 億円 

◆将来に希望が持てる子育て・教育～Children's future～ 

6 子育て支援の充実 

○ 多子世帯の保育料無償化について、現行の国制度では第 3 子以降が無償化されてい

るところの対象範囲を拡充すること。 

 

○ 学校給食費の無償化について、国の財政負担による小中学校の給食費無償化を早期

に実現すること。 

令和 7 年度当初予算案において特段の動きなし。 

7 安全・安心な保育体制の確保 

○ 保育人材の確保について、保育の担い手が安定して働き続けることができるよう、更なる

処遇改善策を実施するほか、公定価格の地域区分については隣接地と平準化すること。 

 

○ 保育士の配置基準について、1 歳児の配置基準の改善を早期に実現し、令和 6 年度

から改善された 4・5 歳児の配置基準についても他の加算取得状況に関わらず「４歳以

上児配置改善加算」の対象とするよう対象範囲を拡充すること。 

○ 保育士等の処遇改善について、令和 6 年度補正予算において、人事院勧告に伴う国

家公務員給与の改定に準じて、令和 6 年 4 月に遡って公定価格の引き上げを実施。

地域区分については特段の動きなし。 

 

○ 保育士の配置基準について、1 歳児は変更ないが、5：1 の基準を満たし保育士の処

遇改善や業務の電子化などの条件付きで加算措置。4・5 歳児は特段の動きなし。 

8 学校体育館の空調整備の推進 

教育環境と避難所環境の向上に資する学校体育館の空調整備を推進するため、時限措

置となっている学校施設環境改善交付金の補助率拡充と緊急防災・減災事業債を延長

すること。 

○令和７年度当初予算案において特段の動きなし。 

 

○令和６年度補正予算において、避難所となる全国の学校体育館等への空調整備を加

速するため「空調設備整備臨時特例交付金」が創設された。 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

◆人や企業を惹きつける都市魅力～Attractive～ 

9 連続立体交差事業（南海本線・高野線）の推進 

踏切除却による交通渋滞の解消及び安全性の確保などのために、連続立体交差事業

（南海本線・高野線）の推進に必要な予算を継続的に措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 道路整備 2 兆 677 億円【＋56 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 1 兆 6721 億円【＋6 億円】 

令和 6 年度補正予算 3956 億円 

10 堺都心部の活性化に資する便利・快適な移動環境の構築 

堺都心部の活性化に資する便利・快適な移動環境の構築に取り組む SMI 都心ラインの

推進に向け、自動運転実証実験に係る予算を継続的に措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ i-Construction2.0、建築・都市の DX 等の「インフラ分野の DX アクションプラン」の

推進 179 億円【▲69 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 79 億円【▲4 億円】 

令和 6 年度補正予算 100 億円 

 

○ 「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開 535 億円【＋2 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 209 億円【▲5 億円】 

令和 6 年度補正予算 326 億円 

11 スタートアップへの支援策の拡充 

万博を契機にさらなる成長が期待される本市のスタートアップに対し、助成金等による資金

調達の円滑化、産学連携の促進など支援策を拡充すること。 
令和 7 年度当初予算案において特段の動きなし。 

12 泉北ニュータウンにおける新たな価値の創造 

スマートシティの重点地域に位置付けている泉北ニュータウン地域において、泉ケ丘駅前周

辺の都市機能の充実を図るため、子どもが未来に向かい創造的に学び遊ぶ子育ちの拠点と

なる泉ヶ丘公園の整備に必要な予算を確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

13 地域拠点（深井駅周辺地域）の活性化（民間活力を最大限に活用した水賀池公園整備） 

地域拠点である深井駅周辺地域の活性化のため、駅に近接した水賀池公園に民間活力

を最大限に活用した、多様な世代が集う交流拠点整備の推進に必要となる予算を確保す

ること。 

＜国土交通省＞ 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

◆強くしなやかな都市基盤～Resilient～ 

14 橋りょう等の長寿命化修繕事業及び耐震強化事業の推進 

安全・安心で災害に強い都市基盤を維持するために、橋りょう等の長寿命化修繕事業及び

耐震強化事業の推進に必要な予算を継続的に確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 道路整備 2 兆 677 億円【＋56 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 1 兆 6721 億円【＋6 億円】 

令和 6 年度補正予算 3956 億円 

 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

15 都市計画道路事業の推進 

防災機能の強化や安全で快適な交通環境の創出を目的とした道路ネットワークの早期形

成に必要な予算を措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 道路整備 2 兆 677 億円【＋56 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 1 兆 6721 億円【＋6 億円】 

令和 6 年度補正予算 3956 億円 

 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

16 市民生活を支える上下水道事業の推進 

能登半島地震による被害状況を踏まえ、防災・減災力の高い強靭な都市を実現するため、

生活に欠かせないライフラインである上下水道事業の推進に必要な予算を確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 社会資本整備総合交付金 5486 億円【▲121 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 4874 億円【▲191 億円】 

令和 6 年度補正予算 612 億円 

 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

 

○ 上下水道 1508 億円【＋248 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 1384 億円【＋256 億円】 

令和 6 年度補正予算 124 億円 

17 大和川の治水安全度の向上（高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備の推進） 

大和川の治水安全度の向上を図るため、大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整

理事業等との一体整備に必要な予算を引き続き確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 水管理・国土保全局 治水 1 兆 1782 億円【＋188 億円】 

（内訳）  

令和 7 年度当初予算 8600 億円【＋78 億円】 

令和 6 年度補正予算 3182 億円 

18 大和川の治水安全度の向上（河道断面確保による洪水対策の継続実施） 

大和川が引き起こす洪水から都市基盤を守るため、河道断面を確保し、流下能力の向上

に資する河道掘削に取り組むこと。 

＜国土交通省＞ 

○ 水管理・国土保全局 治水等 1 兆 3455 億円【＋151 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 9019 億円【＋78 億円】 

令和 6 年度補正予算 4436 億円 

※大和川河川事務所が、河道の機能維持に必要な予算を計上。 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

19 基幹的広域防災拠点の耐震強化岸壁の早期整備 

関西で唯一海上アクセス可能な基幹的広域防災拠点において、大規模災害発生時に多

量の支援物資の輸送が可能となる耐震強化岸壁（水深 10m）を早期に整備すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 港湾局 港湾整備事業 2920 億円【▲18 億円】 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 2078 億円【＋6 億円】 

令和 6 年度補正予算 842 億円 

20 密集市街地整備事業の推進 

住宅市街地総合整備事業（密集型）に必要となる予算を継続的に措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

21 道路施設の老朽化・長寿命化対策 

○ 道路施設の老朽化・長寿命化対策を推進するため、必要な予算を継続的に確保すること。 

 

○ 時限措置である公共施設等適正管理推進事業債、緊急自然災害防止対策事業債

を恒久的な措置とし、あわせて対象範囲を拡大すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 道路整備 2 兆 677 億円【＋56 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 1 兆 6721 億円【＋6 億円】 

令和 6 年度補正予算 3956 億円 

 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

 

○ 公共施設等適正管理推進事業債、緊急自然災害防止対策事業債については特段の

動きなし。 
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提案・要望項目 政府予算案（堺市調べ） 

22 公園施設長寿命化事業の推進 

緑豊かで潤いのある良好な都市環境の形成や安全・安心な市民生活の持続的な実現を

めざすために、公園施設長寿命化事業に必要な予算を継続的に確保すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

23 市営住宅建替事業等の円滑な推進 

市営住宅建替事業等の推進に必要な予算を措置すること。 

＜国土交通省＞ 

○ 社会資本整備総合交付金 5486 億円【▲121 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 4874 億円【▲191 億円】 

令和 6 年度補正予算 612 億円 

 

○ 防災・安全交付金 1 兆 1976 億円【＋315 億円】（再掲） 

（内訳） 

令和 7 年度当初予算 8470 億円【▲237 億円】 

令和 6 年度補正予算 3506 億円 

24 カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進 

オフィスや商業ビル等の ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化を推進するためには、政令

市規模の公共施設での先導実施と発信が不可欠であり、そのための財政支援を継続して

実施すること。 

令和 7 年度当初予算案において特段の動きなし。 

※資料の金額は億円単位で四捨五入。端数処理の関係で内訳と合計が一致しない場合がある。 


